
研究会活動記録

(11日和 59年 4月一II(汚116 0年 3月)

昭和 59年 4}j 2 1日 (f!十)学校教育研究所会

主;f.l:)~:正也(専修大学) I日本の教育改革の動向」

昭和 59年 5月 12日 (!!十)学校教育研究所

天笠 茂(千葉大学) I主任i識について」

小島弘道(筑波大学) Iソビエトの教育改革」

昭和 59年 7月 7日 (財)学校教育研究所

久保田力(筑波大学大学院) I父母の意識調査について」

昭和 59年 7月 29 B 夏季研究大会 東京本郷会館

天笠 茂(千葉大学) 小松郁夫(東京電機大学) 堀井啓幸(帝京大学)

木!河一明(筑波大学大学院) 久保田力(筑波大学大学院)

「学校の意思形成に関する調査研究」

堀内 孜(京都教育大学) 大西信行(東海k子大学) 村田俊明(摂南大学)

大JJbh康弘(大阪教育大学)

「今日の高校教育政策の動向」

阿久津浩(筑波大学大学院) I教育政治学と組識内コンフリクト理論」

昭和 59年 10月 6B (!H) 学校教育研究所

北村i正行(筑波大学) I教員身分保障法案研究の展望J

天笠 茂(千葉大学) I学習の個別化に関する実践的研究の動向」

昭和 59年 12月 22日 (財)学校教育研究所

小松郁夫(東京電機大学) Iイギリスの教育事情J

え小島弘道(筑波大学) I学校を活性化する指導行政J

昭和 60年 3月 2日 (f!十)学校教育研究所

堀井啓幸(帝京大学) I戦後学校管理運営における校長の物的活:理の 11lJ題点J
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I!日午[]6 0年 3月27日-2 9 Iヨ 春季合宿研究会

「学校の意思形成に関するTiJf究」

天笠 茂(千葉大学) 小松郁夫(東京電機大学) 堀井啓幸(帝京大学)

木同一明(筑波大学大学院) 久保田力(筑波大学大学院)

書評 吉本二rm若 f学校の経営行為と[JLf 様可(上越教育大学)

f)JI代教育改革における『自 !jJ化』問題」

永岡 Wi (筑波大学) 小島弘道(筑波大学) 北神正行(筑波大学)

グリーン天城

木i可 -1明(筑波大学大学院) 久保田力(筑波大学大学院) 水本徳明(筑波大学大学院)

浜田伸文(筑波大学大学院) 修士論文構惣発表

阿久津浩(筑波大学大学院) I学校経営研究における知識論的分析の特質と課題

ーアメリカの学校経営研究を中心に -J

j1<.1需 )1 1l~ (筑波大学) I教育行政学研究の実績と課題一学会 20年の歩みを中心に-，

堀内 孜(京都教育大学) I家庭と学校の情報交換の実態と問題点

一小学校教員への調査を通して一」
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「学校経営研究」掲載論文一覧

(第 1巻~第 10巻)

第 1巻(1 9 7 6 ) 

吉本二郎学校経営と学校経営学

ノ1<1可 Jlli1 現代学校経営計画論一一一計画論構成への一一試論一一一

;¥吉野 帥子 学校経営研究の去t:本問題一一学校教育目標の明石在化一一一

小鳥 弘道 学校経骨と国民の教育意思一一研究ノートとして一一一

安井 健二 学校経営における自律原理!と他律原理

キト 車問教育経営:riJf究における前提(:1<]fi者11Jlj芭

黒沢武美学校教育目標に関する引二の考察一一経営・ fれ相こ視点をおし 1て一一

く諜題研究>一一一公教育の質的保障と指導行政一一一

大西 信行 わが国における地方千視見学{制iむ伊出制jl計山1]巾JJ度支の}成瓦立と展関一一一 1羽郡:1出1ち:祝学を中 J心L心、として一一一

小松 f郁iI点!日:夫 戦後日本の指導行政i詰出制j計可!リJI度支とそのi問j討昨Ji打j題起泣}

一i部Lti珂H可- 桜古司j アメリカの指j導草行政一一その特質の把握を l中4宇コ d心L心、lにこして一一一

与現坊堀;白計~\ 1内j斗サ 孜 主史安:国の視学制度からする我田の指導行政制度の再検討

一一一英.11、・悶独・ソとの比較研究一一

村!JJ 俊明 アメリカにおける教育経営理論研究の発展に関する一考祭

平沢 茂 学校経営研究の現代的課題一一一概念の検討を通して一一日

大!lhjl 成弘 戦後日本における学校経営論の系譜一一一文献研究を中心として一一一

第 2巻 (1977)

吉本 二郎 学校生活の再検討一一一教育課程審議会の答申と学校経営一一一

永i需 Jllf( 

i1!i 穣言j

丸11J 義王

垢¥1大j 孜

n 王子沢 茂

大脇 康弘

亡fE¥ZAJy1十こ 茂

アメリカ学校経営理論の展開過程

教育行政・学校経営研究におけるまtL識社会学的アプローチの意義と民望

一一一教育組識の官僚i!JIJ論の検討をとおして一一一

)1111崎市における小学校高学年の教担ilJiJ (協力指導部J識) 1 0年の歩みとその現状

レーニンにおける教育一一一文化変革の視座と論理一一一

学校におけるメディア体系の最適な組識・運用にi却する研究

一一一メディア・センターの構?を!と課題一一一

米国における教員諸団体の団体交渉の実態と理論

一一教員団体の専門職組合化へのーアプローチ一一

学級経営に関する研究一一学級の考察を通して一一
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第 3巻 (1978)

i.IlJ本 二郎 学校の内と外を見つめて一一一私の学校経J討{計究の歩み

(i;J-， 氏本二郎教授研究業績目録)

Il.古本二郎教授と日本の学校経営研究

府内 孜 「学校;1:王 II~~~論」と「公教育論」 一ーその1:\l~WII立j係と課題性一一

小島 弘道 学校教育の自主性と公共性一一一学校経ItJ~~ の I~I 立を求めて

平沢 j支 教育課tYの開発過程にi立jする研究序説

「カリキュラム開発にi現する国際セミナー」における吉本従f奈の検討一一

ノj寸法 ulS夫 教育課程の!万j発と学校続営

iJJi 様可 学校経営研究における教職研究の基本的視座の検討一教師のi政支と職能成長一

朴 型ni :.'j斗支経I:~\~理論のあり方とそのブj法論

1II.学校経営研究の今日 IYJ~果題

水i可 JIIf~ 学校経営研究における「計画i論」の問題

。I'i:!工聖子JJJJ弘 教育行政機関と学校の 11IJ1系

IV. 自rll研究

手Ll泉 修j台 高等学校lj三徒会の組識機構の改革

)J券L11 魅力ある f学校生活のおIjj去を目標とした教育実践

一一一小規模高校における学校行事の指導を中心として一一

;言lJ:l 9;占 現代教n耐えの検討

大JJ弘 康弘教員の教育実践と教員団体の役割

小島 弘 道 ソビエトにおける主主キ支自治の忠fJ;1とi!il]l支(その 2) 

第 4巻 (19 7 9 ) 

宇WlIJ:l敬一 クラブ活動組識の基礎的研究

村田 俊明 学校組識の特質と運営に関する一考祭一一学校の生態学的研究の試み

天笠 茂教授知識改革の展開過程にi立jする一考察

一一神奈川県における小学校教員の保保対策との関連を中心に一一

篠hj( mlls 学校管理~)Hllj の教育法学的考察(その 1 ) 一一ーその法王illと法構造一一一

垢¥1付孜・水本徳i3jJ.木i詰j一明 教員養成lIjlj度改革の現代的課題一英・仏両国の動II:iJを中心に一

丸山 義王 小学校における全校共同研究のあり方と課題

く文献解題>

大凶 信行 学校組識の革新に関する研究における条件適応理論の意義について

P.R.Lawrence & T.W.Lorsh Organization and Environment: 
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Managing Differentiation and Integration をとおして

第 5巻 (1980)

1.特別寄稿論文

新井有rs男学校教育計画の課題

1 共同研究 新任期教員の指導力形成と教育行政の責任に関する研究

小松 郁夫 教員研修にi却する教育行政の安任

北千111 正行 新採用教員研修施策の現状と行政の役割一中央・文部省の研修施策の考察から

篠原 清1I{:{ 新採用教員研修における教育委員会の行政責任一一千葉県を事例として一一一

丸山 義王 新任期における校内研修の実態と問題点

小島 弘 道 新 任期i教員の力量形成

一ーその可能性と側からの研修組識化の意義一一一

凹 !3Ij]研究

天笠 茂学級担任の職務活動と学校経営計画

小島 弘道 主任の職務行動における学校経営計画の規範性に隠する研究

村田 俊明 学校経営の計画化における校長の職務と指導性

石井 惇高等学校(普通科)の自然達成をはばむ要因

一一多様化する生徒の学力を向上させるための指導組識の視点から一一

宇皆目敬一 集団の知識化の度合いからみたクラブ活動と ~~I~1舌[i)Jの比較的研究

一一地教法第 33条の立法者意思の分析一一一

篠原 清昭 学校管理規則の教育法学的考察(2)

一一一地教行法第 33条の立法者意思の分析一一

料、 翌ITi r学校改革論」に関する一考察(上) 一一一学校経営学的視点を中心に一一一

lV.文献解題

i}_l:j- nfR-] Dan C.Lortie.School teacher:A Sociological Study 

( Chicago:The Univ.of Chicago Pr.，l975 ) 

第 6巻 (1981)

1.特別寄稿論文

渡辺孝三学校教育法 26条について

ll. 自由研究

永岡 JII質 学校の管埋運営における教委と学校の組識関係

和泉 修治 総合前Ij高等学校における学力向上のための実践研究
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一一一校内実力テストの試みを追跡して一一一

木偶 一明 ij没後日本における学校詐u!li論の系詩論的検討

久保田 力 教育経営研究における「別論」に関する一考察

ii案m{ dfllL{ 学校~ì1r理規則の教育法学的考察(その 3 ) 一一-'l'1J例研究を中心として

丸IL! 言受~[ ノトf宇中交における「ゆとりの11寺iHJJ はととのように三支計令されているか

;j(本 徳lijj 現代イギリスにおける教育行政改革の論理一一 1970年代の動向に注目して一

第 7巻 (1982)

l.千百{EEl敬一教授と日本の生徒指導研究

1. !Ui引か草の理論と実践

'j':官n却技会 私の研究の歩み 一一 11(1手IJ2 0年代の教niliの仕事を中心に一一一

(付， ~:j三官!日敬一教授研究業績目録)

I:jJWJ'目Ï!~L明 宇留i王n抜一一先生に学ぶ

2. 生徒指導と学校経営

iJt:j f哀/iJ

大石 )}券!):i

天笠 }文

U. r~J ItliiJf究

北半111 正行

話ilJlニ i;寄託;ー

丸 山義王

学校統合研究における生徒指導論の牧民と課題

主任のi1Jl])支1tにilう生徒指導部J識の実態と問題点

特別活動の指導部i識に関する一考察

lj没後教育改革における教員身分法i1iU7:e構想の位置とその展開過程

学校施設における教育理念の具象化の課題と学校経営

児1ftの学キ交生活とゆとり

一一一小学校の百諜表との関連からみたゆとりについて 一一

村EEI 俊明 Organized Anarchy としての学校組識に関する一考察

出.文献紹介

阿久津市 T.J.Sergiovanniancl F.D.Carver(1980) The New School Executive 

第 8巻 (1983)

l.自社1研究

-A Theory of Ac!ministration(2ncl.ecl.) 

木!苅 -R)j 社会教育卒業の実施主体に関する一考察

一一一 「主催者!とら教委と「援助約七教委のiむ絞による事例研究一一

久保EfJ 力 学校経営学の目的論的構造論

Eckard Koniε の命をてカすかりとして
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堀井 啓幸 学校施設恭本計画作成プロセスへの教師参加の課題

個々の学校施設と教師iの施設認識との関連治、ら一一

丸山 義王 「ゆとりの1I寺IHlJ で、児童の創造性は育成できるか

柳原 菜子 生徒の逸脱行動に関する生徒指導研究の視fq

IJ.文献紹介

天笠 茂 ArthurLcvine，(1980) 

Why Innovation Fails， 

第 9巻 (1984)

1.小特集:学校経営理論の現状と展望

学校統常研究編集委員会

大iJlj 信行

小松 li!j夫

大1m; 康弘

木同 一明

堀 井 幹 幸

大JJ品康弘

日. 自由研究

。m:JI: 手主宰

丸山 義王

柳原葉子

Ul.研究ノート

学校経営研究における「組議論」の課題

「学校論」の再構築をめざして一一教育行政・学校管理との岐にI~~ から

学校の管埋社会化に抗する学校経営理論構築の課題

「教7脊f

;児i巴己j向;人誌1b日;け1苅邦q宅i日:宏論文の批:判iド問:司5的杉検t百志討;j j 

教育経常概念の再考

;~:校一一一教育経常論史の fÎ問一一一中沼武11日論文を手がかりとして一一

戦後の学校建築史一一学校施設論の蓄積と実際に関する若干の考察一一

段業における教師と児童の相互関係の考察

児童理解のズレをなくすための一方法として一一一

生徒指導ーをめぐる教仰の“新たな力量刊についての一考察

小島 弘道 、ノピエト学校経営三命の最近の動向

一一一 「目標による管理しを中心に一一一

第 10巻 (1985)

堀内 孜 「教育経営j 概念の実体牲と有効性

丸山義王教 相iの「白己評価日録」について

一一-N S TAにおける教師と生徒の相互作用のモジュールを通して一一一

村田 俊明 学校経営のための jレース・カプリング理論について

天笠茂・小林I~I子・関口!!切と学級経営評価に関する文献 I~jj;込
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「学校経営研究会会員名簿」はプライバシー保護の観点からオンラインでは公開していま

せん。 



大塚学校経営研究会会則

第 1条(名称)

本会は I大塚学校経営研究会J と称する。

第2条(呂的及び活動)

本会は，学校経営を中心、に教育学全般にi却する研究を目的とし，各種研究会の開催，紀安及

び各続出版物の刊行を行い，会員相互の交流を@るものとする。

第 3条(会員)

本会は，会員及び名誉会員から成る。

2. 会員は，本会の目的に賛同し，活動に参加を希望する者で，会員 2名の推薦をもって，入

会を認められる。

3. 名誉会員は，本会が推挙する。

第 4条(来llf.哉)

本会に，会長・幹事・会計・紀J史編集委員等を出:く。その任期は l年とし，総会で選出する 0

2. 総会は， }Jj(WJとして春季合宿において行うものとする。

第 5条(研究会)

本会の研究会は，次の通りとする。

① 月例研究会:毎月 l回定期的に研究会を開催する。

② 合宿研究会:年間各期の活動を総指し，かつ新たな研究計画を策定し 会員初立の親11主を

凶る。春季・夏季の年 2回を原員IJとする。

第 6条(会計)

本会の会計年度は， 4月 1Bに始まり，翌年 3月末に終わるものとする。また，会費は

3， 000 円とする(名誉会員を除く)。

第 7条(紀要)

本会の紀要は，「学校経営研究」と称し，年 1回毎年 4月に刊行する。その編集規程は，出Ij

に定めるものとする。
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おí'~ 8条 (ネ住民1])

本会の事務局は，筑波大学に紅く。

2. 本会会日IJの己文正は， <<t会において IhJi¥';{iーのj邑31'--数の賛成により行う。

第9条 (1府知J)

本会WJは， 11日平115 1 1j~ 3 FJ 1日より施行する。

2. 本会WJは， 11日午115 1 11三4Jj 1日より施行する。

3. 本会t!lJは， 11日午115 6年 4):J 1 日より ji針 rする。
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「学校経営研究」編集規定

1 .本紀要は，大塚学校経営研究会の機関誌として年 1田発行する。

2. 本紀要は，本会会員の研究論文を掲載し，併せて，文献・資料の紹介，その他研究活動に関連

する記事を登載する。

3. 本紀要に論文を掲載しようとする会員は所定の論文投稿姿鋲に従い 紀要編集委員会事務局宛

に送付するものとする。

4. 論文の掲載は，紀要編集委員会の合議によって決定する。

5. 掲載の場合，若干の修正を加えることがある。ただし，内容について重要な変更を加える場合

は執筆者と lZh議する。

6. 本紀要に掲載したものの原稿は 原則として返還しなし、

7. 本紀要の編集事務についての通信は， (〒 30 5) 茨城県新治郡桜村天王台 1- 1 - 1筑波大

学教育学系，学校経営研究室気付「大塚学校経営研究会紀要編集委員会J 宛とする。

「学校経営研究J 論文投稿要領

1 .論文原稿は，未発表のものに!浪る。(ただし 口頭発表プリントの場合 このi浪りでなしり 2

編集委員会において枚数を指定するもの以外の論文原稿は 原則として 400字横書原稿用 紙

5 0枚以内とする c

3. 原稿に思表のある場合は，本文に換算して指定する 0

4. 論文原稿には必らず論文題自のi孜文を付すること。

5. 論文投稿のEI:Jし込み期限は毎年 8月 15日とし，原稿提出期限は毎年 12月 20日とする。
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編 集後記

校経営研究』第 10巻がここに完成しましたのでおNdけいたします。

投稿希望を募った段階では，けっこう希望があったのですが，結局ここにあるように， I論文 3本，

文献目録 l本という ;J試しい結栄になってしまいました。第 10をという記念すべきものであるので

すから，質的・法的に充実したかったのですが成念ですっ

三人の会員からお寄せいただきました論文をひとつずつJド凡させていただきましたが， 日i訴から

IUJ心を寄せて取り組んでいるテーマだけに大へん興!味深く，かっ力作であったように感じておりま

す。

堀内会員の rlf'教育の概念の実体ttと有効性」は，なかなか実体がつかめない「教育給計」

について，その実際の効果とのかかわりを合めて解明しようとした意欲的作品です。これらについ

ては，教育経営学会の年来のテーマでもあり，わたしたちの研究会でも継続して研究していく必要

があるテーマだろうと考えます。

丸山会員の「教師の『自己評価iヨ録』について」は，教育実践の質と効果を高めていくためのよ

りどころとして「自己評価目録」を位置づけ，アメリカのそれを参考にしながら詳細に検討したも

のです。多くのi務長wな問題に直閉している今の教育界に対して旬rI値ある一石を投じているといって

もよいかもしれないものです。

村田会員の「学校経営のためのルース・カプリング理論について」 は，学校組織一学校経骨の活

性化めための大胆で挑戦的な試みとして「ルース・カプリンクー理論」を理解し，そのアウトライン，

経営においてもつ意義，そして今後の{済究動向とのかかわりについて述べています。わが国の学校

経営研究にあっても，おおいに参考にされてよい試みです。

天笠会員をチーフとする千葉大関係グループになる「学級経営評価に関する文献呂録」は，学級

経営研究にとっても， さらにはJLく学校経営研究において意義深いものです。本紀要に，こうした

基本的な研究があらわれたことを存びとしたいし，これからも，この極のものが多く掲載されるこ

とを望みたいものです。

巻末には，この i一年!日jの『学校経営研究』に掲載された論文一覧が示してあります。わたしたち

の研究の足跡の一端をここから知ることができます。卒直にいって，わたしたちの研究にとって，

これからが正念場です。会員諸氏のいっそうのTtiTj生を期待するとともに，これをお読みいただいた

んー々からのご批判，ご指導をお願いIPしi二げる次第です。

(守:ff?B=J) 
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